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1. 2022年3月期第1四半期の連結業績（2021年4月1日～2021年6月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期第1四半期 123,152 85.4 6,322 ― 7,333 ― 5,658 ―

2021年3月期第1四半期 66,439 △48.1 △9,961 ― △9,220 ― △9,585 ―

（注）包括利益 2022年3月期第1四半期　　6,596百万円 （―％） 2021年3月期第1四半期　　△7,154百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

2022年3月期第1四半期 61.99 ―

2021年3月期第1四半期 △105.04 ―

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2022年3月期第1四半期 426,038 274,090 60.7

2021年3月期 419,259 270,276 60.9

（参考）自己資本 2022年3月期第1四半期 258,744百万円 2021年3月期 255,252百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年3月期 ― 20.00 ― 30.00 50.00

2022年3月期 ―

2022年3月期（予想） 30.00 ― 30.00 60.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2022年 3月期の連結業績予想（2021年 4月 1日～2022年 3月31日）

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 245,000 34.2 10,000 ― 10,500 ― 6,500 ― 71.20

通期 495,000 12.5 22,000 56.6 23,000 21.0 15,000 24.7 164.31

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（注）詳細は、添付資料P.7「（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項」をご覧ください。

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は、添付資料P.7「（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項」をご覧ください。

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期1Q 94,234,171 株 2021年3月期 94,234,171 株

② 期末自己株式数 2022年3月期1Q 2,937,446 株 2021年3月期 2,960,268 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年3月期1Q 91,279,609 株 2021年3月期1Q 91,255,820 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、

実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、連結売上高は123,152百万円と、前年同四半期に比べ56,713

百万円(85.4%)の増収となりました。利益につきましては、連結営業利益は6,322百万円と、前年同四半期に比べ

16,283百万円の増益、連結経常利益は7,333百万円と、前年同四半期に比べ16,553百万円の増益、親会社株主に帰

属する四半期純利益は5,658百万円と、前年同四半期に比べ15,243百万円の増益となりました。 

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（日本） 

 新型コロナウイルス感染症の影響があった昨年に比べ客先生産台数が増加し、売上高は70,072百万円と、前年同

四半期に比べ27,963百万円(66.4%)の増収となりました。営業利益は売上高の増加により3,008百万円と、前年同四

半期に比べ11,537百万円の増益となりました。 

 

（北米） 

 新型コロナウイルス感染症の影響があった昨年に比べ客先生産台数が増加し、売上高は26,351百万円と、前年同

四半期に比べ16,481百万円(167.0%)の増収となりました。営業損失は△60百万円となりました（前年同四半期は営

業損失△1,792百万円）。 

 

（アジア） 

 新型コロナウイルス感染症の影響があった昨年に比べ客先生産台数が増加し、売上高は36,770百万円と、前年同

四半期に比べ16,453百万円(81.0%)の増収となりました。営業利益は、売上高の増加などにより3,902百万円と、前

年同四半期に比べ2,972百万円(319.3%)の増益となりました。 

 

（その他） 

 売上高は8,204百万円と、前年同四半期に比べ5,548百万円(208.9%)の増収となりました。営業利益は452百万円

と、前年同四半期に比べ1,181百万円の増益となりました。 

 

（２）財政状態に関する説明

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、主に投資有価証券の増加により426,038百万円と、前連結会計年度末

に比べ、6,779百万円増加いたしました。負債は未払費用の増加などにより151,947百万円と、前連結会計年度末に

比べ、2,964百万円増加いたしました。純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による利益剰余金の

増加などにより274,090百万円と、前連結会計年度末に比べ、3,814百万円増加いたしました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 第２四半期連結累計期間及び通期の連結業績予想につきましては、2021年４月27日決算発表時の公表値から変更

しておりません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2021年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2021年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 74,202 72,949 

受取手形及び売掛金 69,863 67,935 

電子記録債権 12,836 13,516 

有価証券 2,699 2,900 

商品及び製品 19,335 20,475 

仕掛品 28,560 28,505 

原材料及び貯蔵品 7,770 7,810 

その他 10,858 11,849 

貸倒引当金 △124 △145 

流動資産合計 226,003 225,796 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 33,842 33,586 

機械装置及び運搬具（純額） 32,269 31,126 

その他（純額） 27,347 28,544 

有形固定資産合計 93,458 93,257 

無形固定資産    

その他 2,381 2,332 

無形固定資産合計 2,381 2,332 

投資その他の資産    

投資有価証券 55,620 63,019 

その他 41,900 41,738 

貸倒引当金 △105 △105 

投資その他の資産合計 97,415 104,652 

固定資産合計 193,255 200,242 

資産合計 419,259 426,038 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2021年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2021年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 47,598 46,731 

電子記録債務 10,707 10,840 

未払法人税等 1,813 2,602 

賞与引当金 8,017 5,272 

製品保証引当金 4,711 4,683 

その他の引当金 211 62 

その他 33,594 39,425 

流動負債合計 106,652 109,618 

固定負債    

社債 10,000 10,000 

役員退職慰労引当金 342 246 

退職給付に係る負債 24,942 25,166 

資産除去債務 73 73 

その他 6,971 6,842 

固定負債合計 42,330 42,329 

負債合計 148,983 151,947 

純資産の部    

株主資本    

資本金 22,856 22,856 

資本剰余金 25,872 25,872 

利益剰余金 198,421 201,342 

自己株式 △5,326 △5,285 

株主資本合計 241,824 244,785 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 7,599 8,342 

為替換算調整勘定 △847 △574 

退職給付に係る調整累計額 6,676 6,190 

その他の包括利益累計額合計 13,428 13,958 

非支配株主持分 15,023 15,346 

純資産合計 270,276 274,090 

負債純資産合計 419,259 426,038 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2020年４月１日 
 至 2020年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 

 至 2021年６月30日) 

売上高 66,439 123,152 

売上原価 67,842 106,784 

売上総利益又は売上総損失（△） △1,402 16,367 

販売費及び一般管理費 8,558 10,044 

営業利益又は営業損失（△） △9,961 6,322 

営業外収益    

受取利息 60 67 

受取配当金 208 224 

持分法による投資利益 － 88 

為替差益 86 519 

過年度関税等戻入益 331 － 

その他 237 144 

営業外収益合計 924 1,044 

営業外費用    

支払利息 13 19 

持分法による投資損失 114 － 

その他 55 14 

営業外費用合計 183 33 

経常利益又は経常損失（△） △9,220 7,333 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△9,220 7,333 

法人税等 225 1,272 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △9,445 6,061 

非支配株主に帰属する四半期純利益 139 402 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△9,585 5,658 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2020年４月１日 
 至 2020年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 

 至 2021年６月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △9,445 6,061 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 1,278 745 

為替換算調整勘定 1,125 292 

退職給付に係る調整額 △97 △486 

持分法適用会社に対する持分相当額 △15 △16 

その他の包括利益合計 2,291 535 

四半期包括利益 △7,154 6,596 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △7,428 6,188 

非支配株主に係る四半期包括利益 274 407 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

 

（会計方針の変更）

 （時価の算定に関する会計基準等の適用）

 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる、四半期連結財務諸

表への影響はありません。 
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（セグメント情報）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2020年４月１日  至 2020年６月30日） 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

  日本 北米 アジア 計 

売上高                

外部顧客への売上高 36,445 9,775 17,630 63,851 2,587 66,439 - 66,439 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

5,663 95 2,687 8,445 68 8,514 △8,514 - 

計 42,109 9,870 20,317 72,297 2,656 74,953 △8,514 66,439 

セグメント利益又は 

損失（△） 
△8,529 △1,792 930 △9,391 △729 △10,121 159 △9,961 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州及び南米の現地法人

の事業活動を含んでおります。

  ２ セグメント利益又は損失（△）の調整額159百万円は、セグメント間取引消去であります。

  ３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

  ４ （会計方針の変更）に記載のとおり当第１四半期連結会計期間より「収益認識に関する会計基準」等

を適用しております。 

    この結果、従来の方法によった場合と比べて、日本の売上高は、金型取引について1,074百万円増加

し、顧客に支払われる対価について2,002百万円減少しております。なお、営業利益に与える影響は

軽微です。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2021年４月１日  至 2021年６月30日） 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：百万円） 

  報告セグメント その他 

（注）１ 
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）３ 

  日本 北米 アジア 計 

売上高                

外部顧客への売上高 57,423 26,214 31,384 115,021 8,130 123,152 － 123,152 

セグメント間の内部
売上高又は振替高 

12,648 137 5,386 18,173 74 18,247 △18,247 － 

計 70,072 26,351 36,770 133,195 8,204 141,399 △18,247 123,152 

セグメント利益又は 

損失（△） 
3,008 △60 3,902 6,850 452 7,302 △980 6,322 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、欧州及び南米の現地法人

の事業活動を含んでおります。

  ２ セグメント利益又は損失（△）の調整額△980百万円は、セグメント間取引消去であります。

  ３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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2021年7月29日

 2022年３月期　第1四半期　決算概要 株式会社　東海理化

Ⅰ．連結決算の概要

１．業績等 (単位：億円未満切り捨て、（　）は売上高比率)　  

２．売上高の内訳

３．営業利益増減要因 ４．所在地別セグメント (単位：億円未満切り捨て、（　）は構成比率)　

増減率

(％)

売 上 高 664 567 12.5

営 業 利 益 -99 162 56.6

経 常 利 益 -92 165 21.0

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る

四 半 期 純 利 益
-95 151 24.7

為替レート

Ｕ　　Ｓ　　＄

ユ　　ー　　ロ

1 株 当 た り 四 半 期 純 利 益

自 己 資 本 当 期 純 利 益 率

1 株 当 た り 配 当 金

配 当 性 向 （ 連 結 ）

連 結 子 会 社 数

持 分 法 適 用 関 連 会 社 数

設 備 投 資

減 価 償 却 費

－  

10円00銭

2円

3円

32円54銭

0.7 ％

-1.4 ％

182億円

-1社

230億円 108億円

－  

39社 －   

20億円 14億円

38社

6社

－   

－   

-6億円

36.5 ％

2円

13円

前年同期

(20.4.1～20.6.30)

当期

(21.4.1～21.6.30)

増減率

(％)

(100.0) 85.4 4,950 (100.0)

増減増減
(21.4.1～22.3.31)

通期予想

- 230 (4.6)

(5.1) -

106円

126円

150 (3.0)

220 (4.4)

164円31銭167円03銭

107円

117円

109円

130円

60円00銭－   

-4.3 ％ 2.2 ％ 5.7 ％6.5 ％

-3億円

(100.0)

56

73

1,231

(-15.0) 63

46億円 43億円

-

(-13.9)

6社 6社

－  －  

-105円04銭 61円99銭

(4.6)

(6.0)

－  

-3億円

39社

550

80

40

30(-14.4) ☆

※2

※1

(単位：億円未満切り捨て、（ ）は構成比率)(単位：億円未満切り捨て、（ ）は構成比率)（１）客先別売上高 （２）製品別売上高　　　 　 

増減率 増減率

(％) (％)

ト ヨ タ 445 (67.0) 831       (67.5) 386 86.7 ス イ ッ チ 類 293 (44.2) 590 (48.0) 297 2.0倍

ト ヨ タ 関 連 60 (9.1) 111       (9.1) 51 83.6 シ ー ト ベ ル ト 101 (15.2) 180 (14.7) 79 78.3

ス バ ル 23 (3.5) 47         (3.9) 24 2.1倍 キ ー ロ ッ ク 65 (9.8) 131 (10.7) 66 2.0倍

ス ズ キ 17 (2.7) 32         (2.7) 15 83.3 シ フ ト レ バ ー 65 (9.8) 116 (9.5) 51 79.6

フ ォ ー ド 12 (1.8) 23         (1.9) 11 95.8 ｽ ﾃ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ ﾎ ｲ ｰ ﾙ 13 (2.0) 23 (1.9) 10 78.9

三 菱 4 (0.7) 17         (1.4) 13 3.6倍 自動車用ﾐﾗｰ 14 (2.1) 22 (1.8) 8 59.7

マ ツ ダ 3 (0.5) 7           (0.6) 4 2.3倍 装 飾 品 5 (0.8) 10 (0.9) 5 90.5

そ の 他 96 (14.7) 159       (12.9) 63 64.3 農 機 建 機 21 (3.3) 32 (2.6) 11 50.0

売 上 高 合 計 664 (100.0) 1,231 (100.0) 567 85.4 そ の 他 84 (12.8) 121 (9.9) 37 44.1

売 上 高 合 計 664 (100.0) 1,231 (100.0) 567 85.4

前年同期

(20.4.1～20.6.30)

前年同期

(20.4.1～20.6.30)
増減 増減

当期

(21.4.1～21.6.30)

当期

(21.4.1～21.6.30)

増減率

(％)

日 本 421 (63.4) 700 (56.9) 279 66.4

北 米 98 (14.9) 263 (21.4) 165 2.7倍

ア ジ ア 203 (30.6) 367 (29.9) 164 81.0

そ の 他 26 (4.0) 82 (6.7) 56 3.1倍

調 整 額 -85 (-12.8) -182 (-14.8) -97 -

合計 664 (100.0) 1,231 (100.0) 567 85.4

日 本 -85 - 30 (47.6) 115 -

北 米 -17 - -0 (-1.0) 17 -

ア ジ ア 9 - 39 (61.7) 30 4.2倍

そ の 他 -7 - 4 (7.2) 11 -

調 整 額 1 - -9 (-15.5) -10 -

合計 -99 - 63 (100.0) 162 -

当期

(21.4.1～21.6.30)
増減

営

業

利

益

売

上

高

前年同期

(20.4.1～20.6.30)

要因 金額(億円)

増益要因

・売上増による利益増 161

・原価改善 18

・為替変動 5

　　　　　計 184

減益要因

・売価変動 17

・原材料価格影響 5

計 22

差引営業利益　増 162

※1  2021年7月1日付で子会社のエヌ・エス・ケイ(株)と恵那東海理化(株)を発展的統合し東海理化NExT(株)としました。

※2 将来に向けた戦略投資29億円含む  ・カーボンニュートラル戦略  ・デジタルトランスフォーメーション(DX)の推進

 ・ソリューションビジネスの拡大  ・国内事業の競争力強化

☆は純利益について過去最高を示す

(注) 7-3月前提レート ＵＳ＄= 105円

ユーロ= 125円



５．貸借対照表 　(単位：億円未満切り捨て)  

６．連結主要データの推移 　(単位：億円未満切り捨て)

Ⅱ．単独決算の概要 (単位：億円未満切り捨て、（　）は売上高比率)　

4,819 5,076 5,000 
4,440 

4,950 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3(予想)

308 296 

225 

140 
220 

0

100

200

300

400

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3(予想)

322 301 

229 
190 

230 

0

100

200

300

400

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3(予想)

220 
180 

150 
120 

150 

0

100

200

300

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3(予想)

201 

253 
230 

122 

230 

0

100

200

300

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3(予想)

209 214 198 185 182 

0

100

200

300

18/3 19/3 20/3 21/3 22/3(予想)

（１）売上高の推移 （２）営業利益の推移

（３）経常利益の推移 （４）親会社株主に帰属する当期純利益の推移

（５）設備投資の推移 （６）減価償却費の推移

科　目 前期末 当期末 増減 科　目 前期末 当期末 増減

流 動 資 産 2,260 2,257 -3 流 動 負 債 1,066 1,096 30

現 金 及 び 預 金 742 729 -13 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 475 467 -8

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 698 679 -19 電 子 記 録 債 務 107 108 1

電 子 記 録 債 権 128 135 7 そ の 他 483 520 37

有 価 証 券 26 29 3 固 定 負 債 423 423 -0 

棚 卸 資 産 556 567 11 社 債 100 100 －

そ の 他 107 117 10 そ の 他 323 323 -0 

（ 負 債 計 ） 1,489 1,519 30

固 定 資 産 1,932 2,002 70 株 主 資 本 2,418 2,447 29

有 形 固 定 資 産 934 932 -2 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 134 139 5

無 形 固 定 資 産 23 23 -0 非 支 配 株 主 持 分 150 153 3

投 資 そ の 他 の 資 産 974 1,046 72 （ 純 資 産 計 ） 2,702 2,740 38

計 4,192 4,260 68 計 4,192 4,260 68

資　産　の　部 負　債　・　純　資　産　の　部

売 上 高 357 261

営 業 利 益 -82 106

経 常 利 益 -57 110

四 半 期 純 利 益 -61 111

1 株 当 た り 四 半 期 純 利 益

自 己 資 本 当 期 純 利 益 率

設 備 投 資

減 価 償 却 費

6.5 ％

15億円19億円

-6億円

-4億円

-3.7 ％ 2.8 ％

(20.4.1～20.6.30)

－  

(100.0)

12億円 6億円

(-17.2) 50 (8.1)

-67円32銭 54円79銭

前年同期

122円11銭

(-23.2) 24 (4.0) －  

53 (8.7) －  

72.9

増減
当期

(21.4.1～21.6.30)

増減率

(％)

(100.0) 618

(-16.2)

※2※1


